
サステナビリティ実現
に向けた提供価値

食料品業界におけるサステナビリティ
課題の推進
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サステナビリティは、COVID-19収束後も引き続き
消費者市場に影響を及ぼす

出所: Strategy&分析 2

事

実

例

サステナビリティの影響 示唆

現在、そしてCOVID-19後の、消費者行
動とエコシステム全体における重視され
る提供価値の変化を見極める

自社と業界バリューチェーン全体に
おける現在のサステナビリティへの
取り組みを検証する

自社の戦略を長期的に機能させる主
要トピックとそれに対するアクションを
特定する
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▪ サステナビリティへの配慮が消費者の購買行動に

大きな影響を及ぼしている

▪ 政府機関は、サステナブルな取り組みを推
進するために規制要件を強化している

▪ COVID-19によって、特に消費財に関するサス

テナビリティ意識が高まっている

市場への影響と示唆
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食料品業界には、サステナビリティ経営をさらに推し進めるために
解決すべき具体的な4つの課題がある

サプライチェーン2 3

• 全ステークホルダーからの

炭素排出量の測定要求が

高まっている

• 食料品業界の商品ポートフォ
リオは、植物由来、有機、エ
シカルな商品に重点が移って
いる

• 商流を減らして透明性／トレ
ーサビリティを確保するため、
消費者の多くが地産地消を
求める傾向がある

• 食料品企業の環境フットプリ

ントに関する積極的レポーテ

ィングと測定を、消費者は強

く求めている

• 重要KPIの達成状況をモニ

タリングし進展させるには、

サプライヤーとの良好な関

係が必要

• 市場からの要請でサステナビ
リティ基準（SDG、SASB、
GRI）の利用が進んでいる

• 廃棄物処理基準は改善され

ているものの、物流や技術

面で課題が残っている

• 廃棄物の課題に対応するた

め、現行のビジネスモデル

を循環型経済に適応させる

必要がある

• 消費者はよりサステナブル
な商品を求め、再利用可能
な商品を好む

炭素排出 倫理

戦略1

3

• バリューチェーンが順守す

べき倫理規定が不十分

• 全てのステークホルダーに
とって、衛生上の懸念など、
バリューチェーンに関する
透明性が限定的

• サステナブルな取り組みの
促進と、企業活動の制限を
目的とした規制変更や法の
要請

4

4つの課題

廃棄物 レポーティング
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廃棄物

規制、消費者の要望、COVID-19により、食料品
企業は廃棄物の削減を迫られている

出所: PwC調査
1) OOH = Out of home（自宅外） 4

• 新しいガイドラインは、包装市場にとって非常に厳しい内
容となっている

• リサイクル率が低く、プラスチックなどの包装材製造の増
加に追い付いていない

• 消費者の間では、包装やレジ袋を避け、布バッグや蜜
蝋ラップといった再利用可能な包装材や代替品を好む
傾向が高まっている

「EU：2021年までに使い捨てプラスチック

の使用を禁止する法案を議会が可決」

「使い捨ての社会にNO」

廃棄物を減らし、リサイクルを増やす5 Point Plan

自宅での調理時間の増加に伴い、包装や食
品廃棄物に対する消費者の意識が高まって
いる

OOH1消費の減少により、食料生産者などのサ

プライヤーは、より多くの食品廃棄物に直面して
いる

企業は、廃棄物削減と調達戦略のローカライズ
によるグローバル・バリューチェーンの再構築
を迫られている

再利用可能な商品を好んで購
入する消費者の割合86%

2

廃棄物の重要性

廃棄物に関する動向 COVID-19による加速
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廃棄物

循環型経済は、廃棄物削減に向けた実効性のある移行策として、
従来のものに代わりうる魅力的な経済モデルを示す

循環戦略を組み上げる
• ビジネスモデルを再考し、企業戦略を転換する

• 全ての産業・企業のあらゆる分野に影響する

• 長期的な視点と投資を要する

循環への進化ステップをモニタリングする
• 進捗状況を測る具体的な指標の定義

• 循環戦略をさらに進化させるために、管理・報告プロセス

を確立

1
変革のプロセスに取り組む
• 企業を垂直・水平方向に変革する

• システム体制と企業行動の変革を要する

• 新たな技術と新たなコラボレーションを要する2

3

背景

• 顧客は、直線型な経済モデルから、バリューチェーン全体でループを完結させて最善の方法

で資源を利用する循環型モデルへの転換を望んでいた

• 顧客は、環境フットプリントを低減し、イノベーションを加速して商品の収益性を高め

るために、循環型経済の導入に取り組むことを希望していた

アクション

• 自社の商品ポートフォリオを分析し、包装事業の環境フットプリント評価システムを開発

• 包装事業のサステナビリティ基準を定義するために、ホットスポットと改善余地を特定

結果

• 顧客向けに包装による環境負荷削減のための総合的な包装事業戦略を策定

• 標準的な購買プロセスにサステナブルな包装事業戦略を組み入れ

• 循環型経済戦略を消費者の要望も踏まえて調整

2

循環型経済の導入

導入 プロジェクト例：総合的な包装事業の循環戦略



Strategy& 1) 出所: ReportLinker; CAGR in Food and Beverage market for 2020-2025 6

炭素排出

透明性への要求の高まりと消費者ニーズの変化に
より、低炭素化に向けた行動が求められている

• 全てのステークホルダーにとって、サプライチェーン・オペ

レーションの可視性は当たり前のこととなりつつある

• 植物由来やオーガニック食品などの代替的・革新的

な商品に対する需要が高まっている

• グローバルな商品に対する信頼が失われつつあり、ロー
カルの代替品を求める消費者が増えている

消費者の食生活の変化が進んでいる。40%が

果物や野菜を増やし、34%が糖類の摂取を減

らしている

企業は、炭素排出量を削減・抑制するために、

自社生産の方がメリットがあると考えている

小売業者による具体的で透明性の高い環境へ

の取り組みに対する消費者の期待が高まって

いる

の消費者は有機野菜や有機
果物を好む66%

の成長率¹が欧州の植物由来

食品市場に見込まれる9%

「EUのスーパーマーケットに初のカー
ボンフットプリントラベルが登場」

3

低炭素化の重要性

6

炭素排出に関する動向 COVID-19による加速



Strategy&

倫理

製造や商慣習に関する倫理面での透明性確保に
向けて、食料品業界は信頼回復を迫られている

出所: PwC Study, Strategy&分析
1) 2018年から2019年の売上増加率 2) スイスにおける企業責任イニシアチブに対する国民投票(2020年11月)、ドイツにおける議論 7

• バリューチェーン上にはびこる劣悪な労働環境と契約関

係の曖昧さが残る（農業労働者など）

• 全てのステークホルダーにとって、バリューチェーン全体

の従業員の健康と安全に関する透明性が欠如している

• 規制や法律の改正は、食料品企業にサステナブルな倫

理慣行を求めている

7

売上増¹をドイツにおけるフェ

アトレード商品は示している+25%
の消費者は製造データを信頼
していない39%

の消費者は法的なサプライチェ
ーンの透明性確保を支持する3/4

ハイエンド食品の消費者は、倫理上の理由から
食生活を変える可能性が高い

企業は、サプライチェーン全体の透明性を高める
ことで信頼を回復する必要がある

規制当局は企業に対し、人権侵害に関する
法的な説明責任を強化している²

3

倫理の重要性

COVID-19による加速倫理に関する動向
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サステナブルなサプライチェーンについて、リスク特定から戦略策
定および保証までカバーする総合的な視点で捉える
サステナブルなサプライチェーン

炭素排出 倫理

1 ESG関連のリスクと機会を特定・評価し、優先度を判定する

サプライヤーに求めるサステナビリティ要件を定義する

サステナビリティ関連のパフォーマンスを測定し、モニタリングする

リスクを軽減し、マイナス影響を低減し、機会を捕捉する

パフォーマンスを報告し、ステークホルダーとコミュニケーションを
図り、協働する

情報開示に対する保証を受ける6

リスク管理と価値向上の
双方の観点において、

各ステップの実施が有効

定義

1 2
特定・評価・
優先順位付け

3

4

56

プロジェクト：サプライチェーン（SC）の脱炭素戦略

• PwCのESCHERアプローチに基づきSCのGHGインベントリをアップデート

• SC全体の購買品に関する気候変動影響ホットスポットの分析

• Science Based Targetsイニシアチブの要件に即したSCの目標を策定

• SCのGHG排出量削減基準の策定と全体的なGHG排出量削減余地の評価

• 目標達成に向けた進捗の測定と戦略実行の管理における助言の提供

3

2

3

4

5
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透明性の高いサステナビリティ報告に対する
ステークホルダーの要望が高まっている

出所: Strategy&分析
1) 2021年11月1日から12日に開催された第26回国連気候変動枠組条約締約国会議,（COP26） 9

レポ―ティング

サステナビリティ報告に関する動向

• ステークホルダーは価値に根差した意思決定と透明性の

高いコミュニケーションを求めている

• カギとなる領域の影響を特定して意思決定するには、サ

プライヤーを含めた意味あるKPIが求められる

• サステナビリティ基準（SDG、SASBなど）を用いて企業

間比較をより容易にする必要がある

気候変動リスクについて報告して
いる企業は45%のみ

シナリオ分析を実施している企業
はわずか4%

COP26¹を受け、グローバルの気候変動
対策と報告に向けた関心は高まっている

消費者やステークホルダーの報告に対する
意識の高まりが潜在的な「グッドウォッシュ」を
抑える

ESGレポーティングの継続的な前進と統合が
期待されている

2021年11月開催の国連気候変動枠組条約
締約国会議（COP26）の決議により、食料品
企業は迅速なアクションを迫られることになる

4

レポーティングの重要性

COVID-19による加速
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